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監査方針・行政処分の概要



○道路運送法（昭和２６年法律第１８３号） （抄）

自動車運送事業者に対する監査について

第九十四条 （報告、検査及び調査）

１ 国土交通大臣は、この法律の施行に必要な限度において、道路運送事業者、自家用有償旅客運送者その
他自動車を所有し、若しくは使用する者又はこれらの者の組織する団体に、国土交通省令で定める手続に従
い、事業、自家用有償旅客運送の業務又は自動車の所有若しくは使用に関し、報告をさせることができる。

４ 国土交通大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員をして自動車、自動車の所在する場所
又は道路運送事業者、自家用有償旅客運送者その他自動車を所有し、若しくは使用する者若しくはこれらの者
の組織する団体の事務所その他の事業場（道路運送事業、自家用有償旅客運送の業務又は自動車の管理に
係るものに限る。）に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査し、又は関係者に質問させることができる。

国土交通省は、道路運送法第94条第4項及び貨物自動車運送事業法第60第4項に基づき、自動車
運送事業者に対して監査を実施している。

○貨物自動車運送事業法（（平成元年法律第８３号）） （抄）

第六十条（報告の徴収及び立入検査）

１ 国土交通大臣は、この法律の施行に必要な限度において、国土交通省令で定めるところにより、貨物自動
車運送事業者に対し、その事業に関し報告をさせることができる。

４ 国土交通大臣は、この法律の施行に必要な限度において、その職員に、貨物自動車運送事業者の事務所
その他の事業場に立ち入り、業務若しくは経理の状況若しくは事業の用に供する施設、帳簿、書類その他の物
件を検査させ、又は関係者に質問させることができる。

1



○ 「一般貸切旅客自動車運送事業の監査方針について」（平成28年11月18日付け国自安第155号、国自旅第225号、国自整第218号） （抄）

自動車運送事業者に対する監査について

１．基本方針

（１）一般貸切旅客自動車運送事業者（以下「事業者」という。）に対する監査は、自動車運送事業等監査規則
（昭和３０年運輸省令第７０号）によるほか、本方針により実施するものとする。

監査は、自動車運送事業等監査規則（昭和30年運輸省令第70号）によるほか、監査方針により実施
することとしている。

○自動車運送事業等監査規則（昭和３０年運輸省令第７０号） （抄）

第一条 （この省令の適用）

自動車運送事業及び自動車整備事業についての監査並びに自家用自動車の使用についての監査（以下「監
査」という。）は、この省令の定めるところによってしなければならない。

第二条 （監査の目的）
監査は、自動車運送に係る事故防止の徹底を期するとともに、運輸の適正を図ることを目的とする。

第六条 （監査員及び主任監査員）

監査は、道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）第九十四条第四項、道路運送車両法（昭和二十六
年法律第百八十五号）第百条第二項及び貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）第六十条第四
項の行政庁の職員（以下「監査員」という。）が、これを行う。

○「自動車運送事業（一般貸切旅客自動車運送事業を除く。）の監査方針について」（平成25年9月17日付け国自安第137号、国自旅第217号、国自貨第55号、国自整第161号）（抄）

１．基本方針

（１）自動車運送事業者（一般貸切旅客自動車運送事業者を除く。以下「事業者」という。）に対する監査は、自
動車運送事業等監査規則（昭和３０年運輸省令第７０号）によるほか、本方針により実施するものとする。
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無通告で営業所立ち入り 支局に呼び出し

フォローアップ
監査

（改善状況確認）

未改善の
場合は
特別監査

行政処分・
警告処分

監査・処分制度の概要 （乗合バス、タクシー）

改善指示書の交付
聴聞・弁明の機会の付与

違反なし違反あり

（３ヶ月以内）

特別監査
《全般を確認する監査》

一般監査
《重点項目を定めて行う監査》

・死亡事故、社会的影響の大きい事故を引き起こした場合
・悪質違反（酒気帯び、過労運転等）があった場合
・公安委員会、労働局等からの通報があった場合
・新規事業者
・適正化機関から法令違反の疑いの通報があった場合 等

監 査 端 緒
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監査・処分制度の概要 （貸切バス）

・ 運行管理者不在、
・ 運転者全員の健康診断未実施 等

未改善×

輸送の安全に関わる
重大な違反がある場合

法令違反がある場合

未改善×改善○ 未改善× 改善○

改善○

一般監査から３０日以内に違反の是正状況を確認

改善確認の一般監査改善確認の特別監査

事業許可取消 ３日間の事業停止を付加

指摘事項確認監査

指摘事項確認監査から３０日以内
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